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要旨： 

 

本手引き（案）では、高分解能な地形データを取得できる航空レーザ測量（LP）

データを用いて「地すべり地形判読調査」を行うために必要な地図の作成と地すべ

り判読手順について提案した。 

 

キーワード：地すべり、航空レーザ測量データ、地形判読、LP 地形量図、GIS、 
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1. はじめに 

1.1 背景と目的 

地すべりの空間的分布の把握は、従来、空中写真判読によって行われてきており、予備

調査においても空中写真判読が活用されている。とくに、現地踏査では把握しにくい大規

模な地すべりや複数ブロックから構成される地すべりの分布を把握する上で、空中写真判

読は非常に有用な調査手法である。しかし、日本の地すべりは多くは森林限界以下に分布

しているため、地すべりによる斜面の変状が微小な場合、空中写真判読による地すべり地

形の把握が、植生の被覆によって困難になる場合がある。また、縮尺 1/10000 程度の地形

図の分解能では、不明瞭な微地形を判読することが困難な事例も多い。近年、そのような

空中写真判読では地すべりとして認識することが困難な斜面において、地すべりが発生す

る事例が報告されている 1)､2)。報告事例のように、地すべり斜面と認識していない斜面で地

すべりが滑動した場合、事前の対策の実施が困難なため被害が大きくなる可能性、あるい

は、地すべり活動が住民の生活やライフラインに多大な影響を及ぼす可能性が考えられる。

したがって、このような地すべり災害を軽減するためには、従来の空中写真判読に加えて、

これまでよりも精度の高いデータを用いた地すべり地形の抽出手法の構築が必要と考えら

れる。 

近年、全国において航空レーザ（LP）測量が実施されており、高分解能な数値標高モデ

ル（DEM）が作成されつつある。LP 測量から取得される DEM は、樹木間を通過し地表面で反

射したレーザ光のデータをもとに作成されるため、森林斜面に分布する地すべり形状の把

握により適した地形データといえる。また、LP 測量データから作成された高分解能地形図

によって地すべりの詳細な微地形の把握も可能となる。 

そこで、本資料では、LP データを用いて「地すべり地形判読調査」を行うために必要な

地図の作成と地すべり判読手順について、記載する。 

 

1.2 判読対象地すべり 

本資料は、「明瞭な地すべり」のほか、空中写真や 1/10000～1/25000 の地形図では判読

が困難である「不明瞭な地すべり」を判読対象とする。また、斜面上部～中部にかけて緩

斜面が広がり、しばしば、谷向き・山向き低崖が分布する斜面（重力性変形斜面）の判読

も対象とする。 

 

1.3 LP データを用いた調査の位置づけ 

地すべり調査における本資料の位置付けを図 1.1 に示す。一般的な地すべり調査では、

予備調査、概査、精査を通して、地すべりブロックを認定する 3)。予備調査時の地形判読調

査は、従来、主に空中写真や地形図（主に縮尺 1/10000～1/25000）を用いて実施されてき

た３）。それらの空中写真や地形図に対して、追加もしくは代替として、LP データを用いて

地形判読を行うものである。第２章には地すべり地形判読調査の手順、第３章には具体的
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な判読事例を示す。 

なお、本資料では取りあげていない地すべりや地形全般の判読方法については、たとえ

ば、鈴木 4)～7）や大八木 8)などで詳細に解説されているので、それらを参考にするとよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1 地すべり調査における本資料の位置付け 

左側は、従来の調査手順 9） 

 

 

  

地すべりブロックの設定 

・地形図の作成 
・地質調査 
・すべり面調査 
・地表変動調査 
・地下水調査 
・土質調査 
・物理検層等 

精 査 

・現地踏査 
・精査計画の立案 

概 査 

・文献調査 
・地形判読調査 

予備調査 

LP データを用いた地形判読調査 

（本資料の内容） 
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2. LP データを用いた地形判読調査 

 

LP データを用いた地すべり地形判読調査は、下記の手順に従って実施する。作業の詳細

については、2.1～2.5に記述する。 

なお、本手順は、付加コンプレックス地域と新第三紀層地域に対象地（計 37 km2）を設

定し、その調査結果を基に提案したものである。本手引き（案）は、事例研究に基づく提

案であるため、LP 地形量図や微地形分布図の作成においては、2.2(2)や 2.3 で述べるよう

に、検討対象地域の特性を考慮して、調査を実施する。 

 

 

（１） 対象地域の LPデータ収集 

         ↓ 

（２） LP 地形量図＊の作成 

         ↓ 

（３） LP 地形量図＊を用いた微地形分布図の作成 

         ↓ 

（４） 微地形分布図を基にした地すべりブロックの判読 

         ↓ 

（５）  地すべり地形判読図の作成 

 

 

 

＊LP 地形量図：ここでは、航空レーザ測量成果の DEM データを基に、GIS ソフトウェア等を

用いて作成した地形量を把握できる図を LP地形量図と呼ぶ。 
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2.1 対象地域の LP データ収集 

 LP データの収集は、以下の（１）、（２）の手順に従って実施する。 

 ただし、LP データを所有している場合は、そのデータを用いて 2.2 以降の作業を実施す

る。 

 

（１）LP撮影状況の確認 

国土地理院の公共測量検索データベース（公共測量実施情報）を用いて、①～④の手順

にしたがって対象地域における LP撮影状況を確認する。 

①  国土地理院の公共測量検索データベースにアクセスする。 

http://psgsv2.gsi.go.jp/kouhyou/Kouhyou_KoukyouSokuryou/Kensaku10.aspx 

（2016 年 6 月 1 日時点） 

② 検索データベースの「測量種別」項目中の「航空レーザ測量」を選択する。 

③ 必要に応じて、「都道府県」等の追加条件を設定し検索する。 

④ 対象地域の LP撮影概況を把握する。 

                      

 

（２）LPデータの入手 

 上記の作業において、対象地域での LP 撮影が確認された場合、検索結果に記載されてい

る撮影機関（計画機関名称・担当部署）にデータ提供依頼の問い合わせを行う。なお、国

土地理院が撮影したデータおよび国土交通省の各地方整備局が整備し国土地理院にその管

理が委託されているデータについては、国土地理院（応用地理部環境地理課）に利用申請

することで LPデータを利用することができる。ただし、データを利用できる機関及び目的

に関する要件があるため、詳細は、国土地理院に問い合わせるとよい。 

  

http://psgsv2.gsi.go.jp/kouhyou/Kouhyou_KoukyouSokuryou/Kensaku10.aspx
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2.2 LP 地形量図の作成 

（１）地すべり地形判読のために作成する LP 地形量図 

地すべり地形判読のために作成する LP地形量図として、等高線図と斜面勾配図の「重ね

合わせ図」を作成する。等高線の間隔は、地図の縮尺や対象地の起伏を考慮し、適宜、設

定する。図 2.1 の場合、重ね合わせ図では、急傾斜な箇所は、等高線間隔が密で、濃い色

調（斜面勾配）で表現される。一方、緩傾斜な箇所は、等高線間隔が粗く、淡い色調（斜

面勾配）で表現される。 

判読する微地形の種類や判読目的等によっては、斜面傾斜方向図、開度図、固有値比図、

ウェーブレット解析図などを作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 等高線図と斜面勾配図の「重ね合わせ図」の例 

 

LP 地形量図を用いた微地形（地形要素）判読の難易を表 2.1 に示す。また、各 LP地形量

図の特徴については、表 2.2 に示す。 

表 2.1 に示すように、単一の LP 地形量図を用いて、多くの地形要素を判読できるのは、

等高線図、斜面勾配図である。ただし、等高線図はベクタ形式のため、等高線間隔以下の

微地形を表現することはできない。一方、斜面勾配図は、ラスタ形式のため、グリット単

位で地形量を表現できる。残りの LP 地形量図（斜面傾斜方向図、開度図、固有値比図、ウ

ェーブレット解析図）は、限られた地形要素の判読に適している傾向がある。これらの結

果を踏まえると、ベクタ形式の等高線図とラスタ形式の斜面勾配図の重ね合わせ図が、微

地形判読により適した図と考えられる。表 2.1 を作成するために実施した検討成果につい

ては、参考資料１に記載した。 
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表 2.1 各 LP 地形量図を用いた地形要素判読の難易 

  

.
等高線図 斜面勾配図

a)
斜面傾斜方向図

a)
開度図

b)
固有値比図

a)
ウェーブレット

解析図
a)

（ベクタ） （ラスタ） （ラスタ） （ラスタ） （ラスタ） （ラスタ）

起伏（標高） ○ △ × × × ×

遷急線 ○ ○ × × × △

遷緩線 ○ ○ × × × △

ガリー ○ ○ △ ○ △ ○

凹地 ○ △ △ × × ×

○：判読可能．

△：単一のLP地形量図のみでは判読困難。しかし、他のLP地形量図と重ね合わせることで、判読がより容易になる．

×：判読困難．

灰色のハッチング：推奨される地すべり地形判読用地図の組み合わせ．
a) ウィンドウサイズ 1 mの計算条件．

b) 
見通し距離50 mの計算条件．

地形要素
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表 2.2 LP 地形量図の種類と特徴 

LP 地形量図の種類 特徴 

等高線図 
標高の等値線図。斜面勾配の緩急は、等高線の粗密で表現され

るため、遷急線・遷緩線などの勾配変化を判読できる。 

斜面勾配図 
斜面勾配を表現した図。斜面勾配の色調を、緩傾斜は淡色、急

傾斜は濃色で表現すると立体感を得られる図面になる。 

斜面傾斜方向図 斜面の最大傾斜方向を表現した図。 

開度図 
各グリッドから地上・地下の広がり具合を示す図 10)。地上開

度は谷地形を、地下開度は尾根地形の表現に優れている。 

固有値比図 

「固有値比は、地表面の単位斜面における法線ベクトルのばら

つきを表現する指標である。概念的には、値が大きいほど、な

めらかな斜面であることを示す」11a)。勾配の変化が大きい尾

根筋や谷筋が強調されて表現される。しかし、固有値比のみで

は、尾根筋・谷筋の区別はできない。 

ウェーブレット解析図 

「ウェーブレット解析図は、波の関数を連続的に地表の起伏に

あてはめ、その波と起伏との相関関係の程度を示す図」11b)。

尾根部で高い値となり、谷部で低い値を示す。値の変化を、色

調の濃淡（低高値）で表現すると、尾根・谷や勾配の変化を把

握しやすくなる。 

11a)「地すべり地における航空レーザー測量データ解析マニュアル（案）」 p16-18 から引用。 

11b)「地すべり地における航空レーザー測量データ解析マニュアル（案）」 p11 から引用。 
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（２）LP地形量図の作成方法 

表 2.1 で取り上げている LP 地形量図の作成方法は、「地すべり地における航空レーザ

ー測量データ解析マニュアル（案）」11) に記載されている。マニュアル（案）を参照し、

LP 地形量図を作成する。 

LP 地形量図の種類（例えば、斜面勾配）によっては、上記のマニュアル（案）に記載

されている方法以外にも、計算方法が提案されている。複数の計算方法がある場合、LP

地形量図の作成者は、各々の目的に適した計算方法を選択し、LP 地形量図を作成するこ

とが望ましい。 

 

（３）その他の LP地形量図 

本資料で紹介した LP 地形量図以外にも、陰影図、曲率図などの様々な LP 地形量図が考

案されている。また、例えば、日本測量調査技術協会 空中計測・マッピング部会レーザワ

ーキング 12)等で紹介されているように、複数の LP地形量図を組み合わせて、判読し易くし

た図も考案されている。必要に応じて、これらの LP 地形量図を活用することが望ましい。

その他の LP 地形量図例を参考資料 2に記載した。 
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2.3 LP 地形量図を用いた微地形分布図の作成 

（１）判読微地形の種類と微地形分布図の作成 

判読する微地形は、遷急線、遷緩線、ガリー、凹地を標準とする。 

微地形分布図の作成では、LP 地形量図（重ね合わせ図）を基に微地形を判読し、それら

を図上に記載する。図 2.2 のように、微地形の判読・記載は、等高線の密度と濃淡の色調

に表現されている斜面勾配を参考に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 微地形分布図の作成例 

微地形判読結果を等高線図と斜面勾配図の「重ね合わせ図」に記載 

 

地すべりを特徴づける微地形として、これまで，様々な地形が認識されており、それら

の地形に対応する多くの微地形用語も存在する。しかし、本資料では、微地形用語の細分

化による混乱を避けるため、必要最小限と考えられる微地形4種を抽出対象とした（表2.3）。 

地すべりに関連する微地形の多くは、傾斜変換線の組み合わせで表現できるため、「遷急

線」、「遷緩線」を判読すべき微地形とした。また、遷急線・遷緩線の組み合わせでは表現

しにくい「ガリー」、「凹地」も判読すべき微地形とした。理由として、「ガリー」は、しば

しば、地すべり移動体と安定斜面の境界線に対応する場合があるため、判読候補に採り上

げた。また、「凹地」は、地すべり滑動やブロック細分化に伴い形成される場合があるため、

判読候補に採り上げた。なお、微地形判読を行う際には、対象地域の状況や目的に応じて、

微地形の種類を追加する。 
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表 2.3 LP 地形量図を基に抽出する地形 

地形要素 説明 地すべり地形 b) 

遷急線 
斜面下方に向かって、緩勾配から急勾配に
変化する地点を結んだ線 

頭部滑落崖、末端
隆起部、分離小丘、
引張亀裂、圧縮亀
裂 遷緩線 

斜面下方に向かって、急勾配から緩勾配に
変化する地点を結んだ線 

ガリー 
地表に掘り込まれた急な側壁をもつ小規
模な溝状地形。降水時のみ流水をみる a)。 

－ 

凹地 くぼ地 湖沼、湿地帯 

a) 地形学辞典 13)の「雨裂」から引用。 

b) 藤原 14）の図 2.1 の凡例に対応。 

 

（２）微地形分布図作成の留意事項 

 微地形分布図作成の留意事項は次のとおりである。 

・LP 地形量図は、表 2.1 を基に、抽出する微地形の種類に応じて、適したものを選択す

る。 

・微地形の抽出作業や分布図作成は、GIS ソフトウェアを起動したパソコンモニタ上で行

うと、適宜、複数の LP地形量図の表示切替や倍率変更ができるため、効率的に作業を

進めることが可能である。 

・2.4 において、地すべり移動体と地すべり滑落崖を判読するが，必要に応じて、事前に

地形の成因に基づく地形区分（末端隆起部、分離小丘、引張亀裂、圧縮亀裂、崩壊地、

崖錐、沖積錐、段丘等）に再分類し、微地形分類図を作成することが望ましい。 
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2.4 微地形分布図を基にした地すべりブロックの判読 

微地形と斜面勾配の空間的分布（配列・分布パターン）から、地すべりブロック（地す

べり移動体、地すべり滑落崖）を判読する。 

必要に応じて、微地形の明瞭度等を基準に、地すべりブロックを分類する。地すべりブ

ロックの分類は、概査、精査時の地すべりブロック範囲や計測機器の配置等を検討する際

に、参考となる場合がある。なお、分類基準は、調査目的や調査地の地形的特徴等に応じ

て設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3 微地形分布図を基に判読した地すべりブロックの例 

明瞭度に応じて、A、B、Cの 3つに分類（詳細は、3.1 に記述） 
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2.5 地すべり地形判読図の作成 

（１）地すべり地形判読図の作成 

地すべり判読結果を見やすくするため、微地形データを除き、「地すべり地形判読図」を

作成する（例，図 2.4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4 地すべり地形判読図の例 

 

（２）地すべり地形判読図の留意事項 

・「地すべり地形判読図」は、LP地形データを基に、机上で地すべりを判読した予察図であ

る。したがって、この予察図は、概査、精査の結果を反映して修正していく必要がある。 

 

・現地踏査の基図として「地すべり地形判読図」を用いる際には、「地すべり地形判読図」

に微地形データ（2.3で作成した微地形分布図）や、必要に応じて下記の諸情報を追加す

ることが望ましい。 

（例） 

露頭候補地点：概査時に、地質や地質構造、地盤の風化状況を露頭で確認することが重

要である。したがって、斜面勾配図やオルソ画像等を用いて露頭候補地点を判読し、「地

すべり地形判読図」に追記し、現地踏査に役立てることが望ましい。 

湧水の可能性がある地点（湧水地点）：概査時に、湧水地点を把握し、その分布状況を把

握することが重要である。したがって、ガリーの分布や斜面勾配図等を用いて湧水地

点を判読し、「地すべり地形判読図」に追記し、現地踏査に役立てることが望ましい。

湧水地点を判読する際、戸田（2012）15)によって提案されている微地形図を用いると、

湧水地点を視覚的に認識しやすい。 
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3. LP 地形量図を用いた地すべり判読事例 

3.1 付加コンプレックス地域の事例 

付加コンプレックス（四万十帯）地域における LP地形量図を用いた地すべり判読事例を

図 3.1～3.4 に示す。 

 

（１）LP地形量図の作成（図 3.1） 

判読するための基図として、等高線と斜面勾配の重ね合わせ図（以後、「重ね合わせ図」

と呼ぶ）を作成した。重ね合わせ図を作成する際、ここでは、立体感の得られる濃淡の色

調で斜面勾配を表示した。等高線の間隔は、5 m に設定したが、地図の縮尺や対象地の起伏

を考慮し、適宜、設定する。重ね合わせ図では、急傾斜な箇所は、等高線間隔が密で、濃

い色調（斜面勾配）で表現される。一方、緩傾斜な箇所は、等高線間隔が粗く、淡い色調

（斜面勾配）で表現される。 

 

（２）LP地形量図を用いた微地形の抽出と微地形分布図の作成（図 3.2） 

重ね合わせ図を基に、微地形の判読・記載をおこなった。ここでは、表 2.3 の微地形の

うち、対象地域に分布する「遷急線」、「遷緩線」、「ガリー」を判読し、記載した。これら

の微地形の判読・記載は、等高線の密度と濃淡の色調に表現されている斜面勾配を参考に

行った。 

 

（３）微地形分布図を基に、地すべりブロックを判読（図 3.3）  

微地形と斜面勾配の空間的分布（配列・分布パターン）から、地すべり移動体、地すべ

り滑落崖を判読した。ここでは、判読した地すべりブロックは、明瞭度に応じて、A、B、C

の 3 つに分類した（表 3.1）。なお、1.2 で述べた対象地すべりのうち、「明瞭な地すべり」

が A、「不明瞭な地すべり」が B、「重力性変形斜面」が Cに対応する。 

 

 

表 3.1 判読結果の分類 

 

 

 

分類 説明

A 地すべり移動体・地すべり滑落崖の輪郭が明瞭なもの。

B
Aに比べ、地すべり移動体・地すべり滑落崖の輪郭が不明瞭であるが、地す
べりに関連すると考えられる微地形が認められる斜面。

C
地すべり移動体・地すべり滑落崖の輪郭が不明。ただし、斜面変動によって
緩傾斜化したと考えられる斜面や段差地形が発達した斜面。
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図 3.1 等高線と斜面勾配の重ね合わせ図  

①は，図 3.5 の位置を図示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2 微地形判読図（等高線と斜面勾配の重ね合わせ図） 

①は図 3.5 の位置を図示 

①  

① 
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図 3.3 微地形を用いた地すべり地形判読図（等高線と斜面勾配の重ね合わせ図） 

①は図 3.5 の位置を図示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4 地すべり地形判読図（等高線と斜面勾配の重ね合わせ図） 

①  
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（４）地すべり地形判読図の作成（図 3.4）  

地すべり判読結果を見やすくするため、微地形データを除き、「地すべり地形判読図」を

作成した。 

 

たとえば、明瞭度 A の地すべりブロック①（図 3.1～3.3）の判読手順は、次のとおりで

ある。斜面上部～中部に比較的平滑な急斜面（＞約 40°、図 3.5 の a）が分布する。そし

て、斜面中部から下部付近は、主に緩斜面（＜約 20°、図 3.5 の b）が広がり、地表面に

は凹凸が認められる。斜面末端は、急斜面（＞約 40°、図 3.5 の c）を示し、最末端部は

現河床と接する。これらの斜面勾配の変化点（線）や地表面の凹凸を、微地形として遷急

線・遷緩線で記述したものが図 3.2 に該当する。このような微地形と斜面勾配の空間的分

布から、斜面上部～中部の急斜面は地すべりの滑動により形成された滑落崖（図 3.5 の a）

であり、斜面中部～下部は、滑動した移動体（図 3.5 の b と c を併せた範囲）をなすと判

読した。なお、①の対岸の谷壁斜面には、現河床から 20～30m 付近に、幅（10～15m 程）の

狭い緩斜面（図 3.5 の d）が存在する。この緩斜面と①の移動体緩斜面の末端付近の標高は

ほぼ同等である。したがって、地すべり移動体が対岸（右岸）まで到達し、現在、右岸に

移動体の一部が残存している、という可能性も考えられる。 

 

 

図 3.5 地すべりブロック①の拡大図 

①の位置は、図 3.1～3.3 に図示． 
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3.2 新第三紀層地域の地すべりの事例 

新第三紀層地域における LP 地形量図を用いた地すべり地形判読事例を図 3.6～3.9 に示

す。地すべり地形判読図を作成した手順は、前述の 3.1と同様である。 

 

（１）LP地形量図の作成（図 3.6） 

判読するための基図として、等高線と斜面勾配の重ね合わせ図を作成した。 

 

（２）LP地形量図を用いた微地形の抽出と微地形分布図の作成（図 3.7） 

重ね合わせ図を基に、微地形の判読・記載をおこなう。ここでは、表 2.1 の微地形のう

ち、対象地域に分布する「遷急線」、「遷緩線」、「ガリー」、「凹地」を判読し、記載した。

これらの微地形を判読する際には、等高線の密度と濃淡の色調に表現されている斜面勾配

を参考にした。 

 

（３）微地形分布図を基に、地すべりブロックを判読（図 3.8）  

微地形と斜面勾配の空間的分布（配列・分布パターン）から、地すべり移動体、地すべ

り滑落崖を判読した。ここでは、判読した地すべりブロックは、明瞭度に応じて、A、B、C

の 3つに分類した（表 3.1）。 

 

（４）地すべり地形判読図の作成（図 3.9）  

地すべり判読結果を見やすくするため、微地形データを除き、「地すべり地形判読図」を

作成した。 
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図 3.6 等高線と斜面勾配の重ね合わせ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.7 微地形判読図（等高線と斜面勾配の重ね合わせ図） 
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図 3.8 微地形を用いた地すべり地形判読図（等高線と斜面勾配の重ね合わせ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.9 地すべり地形判読図（等高線と斜面勾配の重ね合わせ図） 
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3.3 地すべり災害の事例 

近年の地すべり災害の事例として、平成 26 年 8 月に発生した高知県鏡的渕地すべり周辺

地区を図 3.10～3.13 に示す。また、滑動した地すべりの範囲を、図 3.12～3.13 に示す。

ここで示している滑動した地すべりの範囲は、現地踏査やボーリング調査を基に設定され

たものである。地すべり地形判読図を作成した手順は、前述の 3.1 と同様である。ここで

用いた LPデータは、地すべり発生前に撮影されたものである。対象地域の地質は、付加コ

ンプレックスからなる。発生した地すべり移動体の頭部周辺は、いくつもの段差地形が認

められ、崖高が 3-4 m 程の小規模なものも認められる。このような小規模な段差を判読で

きることも、LP 地形量図の利点の一つである。ただし、発生した地すべり移動体の頭部周

辺は耕地になっているため、LP 地形量図のみでは地すべり滑落崖を厳密に判読することは

困難であった。前述の 3.1、3.2の地域と異なり、対象地域は、滑落崖が不明瞭な地すべり

が多い。そのため、対象地域の地すべりの明瞭度（表 3.1）は、すべて B とし、明瞭度 A、

Cに該当するものはないとした。 

なお、鏡的渕地すべりの災害概要については、国立研究開発法人土木研究所土砂管理研

究グループ地すべりチーム 16）等を参照するとよい。 
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図 3.10 等高線と斜面勾配の重ね合わせ図 

 

 

 

図 3.11 微地形判読図（等高線と斜面勾配の複合図） 
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図 3.12 微地形を用いた地すべり地形判読図（等高線と斜面勾配の重ね合わせ図） 

 

 

 

図 3.13 地すべり地形判読図（等高線と斜面勾配の重ね合わせ図） 
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参考資料１  微地形判読に適した LP 地形量図の検討 

 

手引き（案）2.2 で記載したように、微地形判読に適した LP 地形量図を検討するため、

表 2.2 に示した計 6 種の地形量図（等高線図、斜面勾配図、斜面傾斜方向図、開度図、固

有値比図、ウェーブレット解析図）を取り上げた。これら 6種の LP地形量図を用いて、付

加コンプレックスと新第三紀層の２つの地質地域（計 37 km2）を対象に、微地形の判読に

適した LP地形量図を検討した。本文の表 2.1 に、検討結果をまとめた一覧表を示す。また、

各 LP地形量図で微地形がどのように判読されるか、その例を図 A.1～A.3 に示す。 

遷急線・遷緩線の判読は、図 A.1a～A.1c に示すとおり、等高線の疎密（等高線図）や色

調に表現される斜面勾配の変化（斜面勾配図）をもとに、可能である。また、ウェーブレ

ット解析図は、明瞭な遷急線の判読が可能である（図 A.1c）。その他の LP 地形量図では、

遷急線・遷緩線の判読が困難である。 

ガリーは、図 A.2a～A.2c に示すとおり、等高線図、斜面勾配図、開度図（地上・地下開

度）、ウェーブレット解析図を用いることで、判読が可能である。斜面傾斜方向図は、単一

の図のみではガリーを判読するのは困難である。別の地形量図等で尾根・谷が把握できれ

ば、ガリーを挟んで斜面方向が変化する情報をもとに判読が可能な場合がある。固有値比

図は、小さい値が線状に連続する場合は、ガリーの可能性があるが、単一の図のみではガ

リーを判読するのは困難である。 

凹地は、図 A.2a～A.2c に示すとおり、等高線図を用いることで判読が可能である。斜面

勾配図は、凹地を形成する斜面の勾配が同程度の場合、とくに判読が困難である（図 A.2a）。

斜面傾斜方向図では、凹地(すり鉢状の場合)の斜面方向は全方位（360°）存在するため、

360°方位の色調を示すが、単一の地形量図のみでは判読が困難である（図 A.2b）。その他

の LP地形量図では、凹地の判読は困難である。 
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等高線図（微地形未記入）         等高線図（微地形記入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

斜面勾配図 A（濃淡表現），（微地形未記入） 斜面勾配図 A（濃淡表現），（微地形記入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

斜面勾配図 B（段彩表現），（微地形未記入） 斜面勾配図 B（段彩表現），（微地形記入） 

 

図 A.1a LP 地形量図における遷急線・遷緩線の見え方 

（1 m DEM 使用） 
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斜面傾斜方向図（微地形未記入）      斜面傾斜方向図（微地形記入）         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開度図 A（地上開度），（微地形未記入）   開度図 A（地上開度），（微地形記入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開度図 B（地下開度），（微地形未記入）   開度図 B（地下開度），（微地形記入） 

 

図 A.1b LP 地形量図における遷急線・遷緩線の見え方 

（1 m DEM 使用） 
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固有値比図（微地形未記入）        固有値比図（微地形記入）         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウェーブレット解析図（微地形未記入）   ウェーブレット解析図（微地形記入） 

 

図 A.1c  LP 地形量図における遷急線・遷緩線の見え方 

（1 m DEM 使用） 
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等高線図（微地形未記入）         等高線図（微地形記入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

斜面勾配図 A（濃淡表現），（微地形未記入） 斜面勾配図 A（濃淡表現），（微地形記入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

斜面勾配図 B（段彩表現），（微地形未記入） 斜面勾配図 B（段彩表現），（微地形記入） 

 

図 A.2a LP 地形量図におけるガリー・凹地の見え方 

（1 m DEM 使用） 
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斜面傾斜方向図（微地形未記入）     斜面傾斜方向図（微地形記入）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開度図 A（地上開度），（微地形未記入）  開度図 A（地上開度），（微地形記入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開度図 B（地下開度），（微地形未記入）  開度図（地下開度），（微地形記入） 

 

図 A.2b LP 地形量図におけるガリー・凹地の見え方 

（1 m DEM 使用） 
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固有値比図（微地形未記入）        固有値比図（微地形記入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウェーブレット解析図 （微地形未記入）  ウェーブレット解析図（微地形記入） 

 

図 A.2c  LP 地形量図におけるガリー・凹地の見え方 

（1 m DEM 使用） 
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参考資料２ その他の LP 地形量図例 

 ここでは、手引き（案）の 2.2で取り扱わなかった他の LP 地形量図例を示す。 

 

（１）陰影図 

陰影図は、光源方向・高度の条件によって、地形の印象が変わる。このため、陰影図を

用いた地形判読は、ある特定方向の斜面のみを対象にする場合には有効であるが、広範囲

の斜面（不特定の斜面方向を含む）を判読する際などは斜面の向きで地形の印象が変わる

ので不向きである。 

図 B.1、図 B.2 は同じ方向から光源の高度を変えて作成した事例である。光源の高度が低

くなると白黒の濃淡が大きくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 B.1 光源方位 315°光源高度 75°    図 B.2 光源方位 315°光源高度 15° 
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図 B.3 から図 B.6 は光源の高度を 45°とし、光源の方向を 90 度ずつ変化させた事例であ

る。図 B.3、図 B.5 は陰影が反転しており、中央の稜線が明瞭に表現されている。同様に、

図 B.4、図 B.6 でも陰影が反転しており、北向き斜面の起伏が判読しやすい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 B.3 光源方位 315°光源高度 45°    図 B.4 光源方位 225°光源高度 45° 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 B.5 光源方位 135°光源高度 45°    図 B.6 光源方位 45°光源高度 45° 
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（２）さまざまな LP 地形量図の重ね合せ 

・斜面勾配図の重ね合わせ（濃淡表現+段彩表現） 

図 B.7 は斜面勾配の白黒濃淡図に段彩図（透過率 70%）を重ね合わせた図である。段彩図

は、緩勾配を寒色系、急勾配を暖色系に設定した。この事例では、地すべり移動体や重力

性変形斜面と考えられる場所は、水色から黄色で表現される。一方、地すべり滑落崖や崩

壊斜面は、赤茶色から黒色に表現される。色調の変化に着目すると、微地形を認識しやす

い。 

 

 

図 B.7 斜面勾配図（濃淡表現+段彩表現） 
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・固有値比図と斜面勾配図の重ね合わせ 

図 B.8 は斜面勾配の白黒濃淡図に固有値比図（透過率 50%）を重ね合わせた事例である。

堰堤や人工法面、崖の縁辺部など、固有値比の値が低い（法線ベクトルのばらつきが大き

い）部分は青色で表現されている。一方、道路や川幅の広い河床、凹凸の少ない斜面など

は固有値比の値が高く（法線ベクトルのばらつきが小さく）、暖色系で表現されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 B.8 固有値比図と斜面勾配図の重ね合わせ図 

固有値比図の作成は、検索距離 1ｍに設定 
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・ウェーブレット図と斜面勾配図の重ね合わせ 

 図 B.9 は斜面勾配の白黒濃淡図にウェーブレット図（透過率 50%）を重ね合わせた事例で

ある。凸型の斜面が赤色系、凹型の斜面が青色系で表現されている。このため、尾根・谷

が暖色系・寒色系として強調される。また、凹凸の変化が明瞭である人工構造物や露岩域

は、狭い範囲において色が赤から青に変化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 B.9 ウェーブレット図と斜面勾配図の重ね合わせ図 

ウェーブレット図の作成は、検索距離 1ｍに設定 
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